

























































































































































































































































































北 海 道 1 1 1
青 森 1 1
岩 手 2 1 13 13
秋 田 1 1 4 5
山 形 1 1 1
栃 木 1 5 5
千 葉 2 2
神 奈 川 1
新 潟 2 1 9 10
富 山 7 7
石 川 2 4 4
山 梨 1 1 1
長 野 2 2
岐 阜 5 7 4 1 5
静 岡 13 13
愛 知 1 1 1 1 1
三 重 6 4
滋 賀 2 1 2 2 西大路は38年には四種兼営
京 都 1 3 4 4
兵 庫 3 1
奈 良 1 1 6 6
和 歌 山 1
島 根 3 3 1 1
広 島 1 3
香 川 2
山 口 4 4
福 岡 4 4 2 2
佐 賀 4 7 2 1 3 多久は38年には四種兼業
長 崎 3 5 1 1
熊 本 10 9 1 1
大 分 1 1
宮 崎 1
鹿 児 島 1 2









































































































































































1931年まで 1935年まで 1938年まで 計
13 (1) 18 (6)a 25 (8) 56 (15) a
注） aこのうち滋賀県蒲生郡西大路村信販購利組合の場合は，共生医療購買利用組合連合
会に再編された後に代行組合となった。そのため，表１とは数が異なる。

































































～200 ～400 ～600 ～800 ～1000 1000～ 平　均
全　　体  2 32 38  8  3  4 500.9
四種兼営  7  5  1 451.2




組合加入率 ～69 ～79 ～89 ～99 100 不明
代行組合数 1 10 16 42 23 2
（四種兼営） (1) (3) (7) (3)
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　　 (2005） 「医療利用組合巡礼　京都購買組合─
認可最終期の『広区単営医療利用組合』」
『日本医療経済学会会報』No.68。
資　料
『大原社会問題研究所雑誌』編集委員会に宛てた「編
集委員会への手紙」
　阪南大学経済学部の青木郁夫と申します。『大原社
会問題研究所雑誌』No.564に「論文」として掲載さ
れた，高嶋裕子「国民健康保険制度形成過程におけ
る医療利用組合運動の歴史的位置」について，歴史
的事柄についての誤り，用語の問題，叙述上の問題
などがあり，査読内容や著者とのやりとりなど査読
過程に疑問をもちました。
　私の論文も引用されていますが，素直に読まれて
いないという印象をもちました。論理の進め方，論
証のしかたにも，「査読段階」で再検討を求めてもい
いような個所があります。そこは譲って，筆者の独
自性があるとしましても，筆者の基本的事柄につい
ての理解にもかかわっているように思います。
　詳細な検討をする余裕は今ありませんので，ざっ
と読んで気づいた事だけを挙げてみます。
　歴史的事柄について誤り
・ 「無産運動としての実費診療所の開設」。ここでは
昭和恐慌期前後についての叙述なので，確かにそ
うした評価が出来るいわゆる実費診療所が岩手県
などで作られたのだが，この期には地方自治団体
によって設立されたものもあり，都市部では非医
師が設置したものも多く存在している。このこと
が「診療所取締規則」の制定につながり，府県で
の「規則」とあいまって，非医師による診療所設
立の禁止（これによって医療利用組合の設立にも
「制約」が加えられることになった）と医師会協定
料金に準拠することが求められた。実費診療所に
ついては鈴木梅四郎による財団法人実費診療所と
それ以外，その他のなかにも，上記のようにさま
ざまな性格のものを含んでおり，これを分類し，
その何について論じているのを明確にしておく必
要がある。この点については，高嶋さんにも過去
に注意したことがある。
・ 「時局匡救医療事業」すらあげられない。内務省の
調査とその「対応」がそれを指しているのだろうか。
・ 34ページ「1927年頃の岩手，秋田，青森での単営
医療利用組合の展開」全くの誤り。青森県の購買
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利用組合東青病院（現，青森市立青森市民病院）
の設立活動は1927年にはじまっているが，認可は
1928年５月。秋田県の諸単営組合の設立認可は
1932年以降。
・ 同ページ脚注。「反産運動」に関して，健康保険医
指定問題が国保施行後となっているが，これも誤
り。すでに秋田医療利用組合において，土崎港の
労働者が組合員になっており，彼らの健康保険の
取り扱いにかんして，「健康保険の保険医指定」問
題がおきている。これは，医療利用組合史をひも
とけば必ずでてくるような事例である。（＊）
・ 40ページ。これは叙述上の問題なのかもしれない
が。連合会への組織統合は，「反産運動」への対抗
から出発したとされているが，岐阜県の例でもそ
ういう理解にはならない。なぜなら，連合会にす
ることによって，反産運動による批判内容に対応
したり，それをかわすことがらは存在しないから
である。連合会形成の起動力と論理は「反産運動」
への対応から出発したとする根拠はない。筆者の
新たな所見であるとするならば，エビデンスを示
さなければならない。
　叙述上の問題
・ 国民健康保険の性格について，冒頭では「労働者
以外の広範な勤労者層を対象」にしたあるが，こ
こはどういう意味であろうか？
　 　37ページには「一般国民を対象」としたとも叙
述されている。二つの叙述内容は同じなのだろう
か？健康保険はその後の職員健康保険と統合され
た後も，零細企業の労働者を適用外としていたの
であり，彼らは国民健康保険の対象であった。こ
れは制度理解の問題である。
・ 　34ページ。「昭和初期における医療利用組合の創
始」の節は岐阜県の事例についてのみではなく，
一般的全国的なことがらとして叙述されているが，
「創始」とはいかなる意味であろうか？医療利用組
合は1919（大正８）に最初の認可組合が歴史上登
場している。
・ 注について。「～ほか」という記述がみられる。こ
うしたあいまいな記述はありえない。
　 　また，注70)本文のどこに掛かるものとしたもの
か不明である。後半部分だけだとしても，高橋の
論文にはわずかな言及があるものの不適当である。
蓮池公咲の『産業組合』誌上の論文を用いるべき
である。
　用語の不適切性
・ 「広区医療利用組合連合会」とは何か？運動上も，
産業組合中央会の分類においても，行政管理上も
こうした用語は用いられていない。筆者の造語で
あるならば，その意味とその用語の適切性を明ら
かにしなければならない。もし「広区」が郡区域
以上をさすのであれば，「連合会」のカテゴリー自
体が「郡以上」でしか認可されないのであり，意
味を持たない。
 
　医療利用組合の発展段階について「組織形態」に
着目したのにすぎないかのような叙述になっている
が，これなどはこれまでの研究史を虚心坦懐にサー
ヴェイしたものとは思われない。さらに，筆者自体
の論旨についても，基本的事項についての理解との
関わりで，疑問に思うところがあるが，論点を整理
する余裕がないので今回は控えておく。いづれ，そ
の点にも言及したい。
　少なくとも，明らかな誤りがある個所を，査読者
はそして編集委員会は，指摘し，訂正を求めなかっ
たのだろうか？回答を求めたい。
　私も，ある学会の機関誌の編集・査読を担当して
いるので，十全を期しがたい場合があることは承知
しているつもりである。
 
（＊）ここは勇み足であった。諸文献にあらわれる
のは，秋田県山本郡医療購買利用組合の事例である。
この広区単営医療利用組合は組合員として能代港町
の秋田木材などの労働者を多数かかえていた。した
がって，彼らの健康保険の取り扱いは重要な問題で
あった。ところが，医師会はこの組合に赴任する医
師の健康保険医指定を取り消すことで，対抗しよう
とした。ここに両者間で健康保険医指定問題をめぐ
る対立，抗争が生まれた。それは，1933年のことで
あった。
（2005年12月19日受付）
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